













































































































































































































野田市公契約条例の特徴は、 「受注者等 適用労働者に対し、次に める一時間当たりの賃金等の最低額以上の




















①予定価格が四〇〇〇万円以上の工事又は製造の請負の契約と、②予定価格が一〇〇〇万円以上の工事又は製造以外の請負の契約のうち市長が別に定めるもの、および③全て 指定管理協定である（第四条） 。また、工事又は製造以外の請負の契約については、 「市長が適正な賃金等の水準を確保す ため特に必要があると認めるもの」につ て 、予定価額が一〇〇〇万円を下回る場合であって 対象となりうる（第四条三号） 。　
条例制定当初、 「工事又は製造の請負の契約」の対象 予定価格一億円以上とされていたが、二〇一一年改正で



















命じることができ 九 一項 この立入検査等によって、条例違反があったときは、市長は、受注者等に対して、是正するために必要な措置を講ずるこ を命じなければならない（第一〇条一項） 。また 受注者等は、速やかに是正の措置を講じ、その内容を市長に報告 義務 課せられる（第一〇条二項） 。　
これらの報告、立入検査、是正措置等に従わなかったときは、市長は当該公契約を解除することができる（第一二








れる（二〇一〇年改正により新設） 。すなわち、 「受注者等は、適用労働者の雇用の安定並びに公契約に係る業務の質及び継続性の確保を図るため、公契約の締結前に当該公契約に係る業務に従事していた適用労働者を雇用し、及び前項の措置に係る適用労働者を継続して雇用するよう努めなければならない 」と規定している である（第一六条三項） 。地方公共団体が締結する公契約は、原則として単年度の契約となる。そのため、それを受注する受注者は、翌年度の契約を締結できないリスクに対応するために、その雇用す 労働者との間で 有期 契約を契約する場合が多いとされる。このことが、労働者の雇用を不安定にさせ の批判がなされてい 。本条例では、この点に配慮し、公契約の締結前に当該公契約に係る業務に従事してい 適 労働者を雇用する努力義務を、受注者に課ある。　
問題は、なぜ努力義務規定となっているのかである。この点、 「従前の事業者に雇用されていた労働者を入札後に














































る労働者であって特定工事請負契約 係る作業に従事す もの」 自らが提供する労務 対償を得 めに請負契約により特定工事請負契約に係る作業に従事す 者」である（第七条一項一号） 。後者は、いわゆる一人親方のこである。　
また、②予定価格一〇〇〇万円以上の業務委託および指 管理の場合（両者をあわせて「特定業務委託契約」と定















関係者に報告を求め、あるいは職員に立入検査を命じることができる（第一〇条一項、二項） 。この立入検査等によって、条例違反があったときは、受注者は、速やかに是正の措置を講じ その内容を市長に報告する義務が契約上課せられる（第八条八号） 。　
これらの報告、立入検査、是正措置等に従わなかったときは、当該公契約上、市長は当該公契約の解除権（指定管













































川崎市の契約条例と同様、①労働者 申出権、②申出に対する不利益取扱い 禁止等の実効性確保手段 そして③













































に対しては ①違反する事実の是正 指導又は勧告、②事業者の評価点数の引下げ、③指名停止の是正措置がなされる（第二二条一項） 。是正措置を実施して 受注者が是正しない場合には 市は契約等を解除することができる（第二二条二項） 。受注者が重大な条例違反を た場合に 、企業名の公表などがなされる（第二二条三項。同条例施行規則第一四条） 。　
⑥その他の特徴
　
まず、市および事業者に、労働条件・賃金水準 適 を義務づけている点があげられよう（第一三条） 。抽象































































































することが求められる。し し、このような雇用継続条項を設けている公契約 は多くない（野田市、多摩市、直方市、草加市、加西市） 。また設けられている場合でも、そのすべてが努力義務規定である。　
この点、アメリカ合衆国の大統領令と比較すると、その問題点が明 かとなる。アメリカ合衆国の連邦政府との契























































































営利企業、サード・セクター間の協働のこ である。二〇〇四年の地方分権推進会議意見書では、 「地域の多元的な主体が公共サービスの提供を担 こと より、 『行政はサービスの与え手 住民はサービスの受け手』という意識が見直され、住民自らが公共サービスの提供 担うという意識 向上につながることが期待される。 」と指摘されている。　
このように、 「新しい公共」では、公共サービスについて多様な担い手が想定されているが、 「市民的公共性」 可
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野田市「公契約条例法的論点」 〈法的な論点〉
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尼崎市・前掲注（
1（）は、違法との立場である。
